
川口市の全自治会を対象としたアンケート調査および一連の研究の総括と今後の展開 
自治会住民との実測および住環境マップの作成を通じた住環境改善行動の支援に関する研究 その 9 
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1.はじめに 

 本報では,前報 Case3 の対象地区とした伊刈自治会の

選定時に行った埼玉県川口市の全自治会を対象として住

環境に関するアンケート調査の結果を報告する。 

2.アンケート調査方法 

 ここでは,住環境に影響を与える重要な要因である幹

線道路に注目し,外環道,国道 298 号,国道 122 号,県道川

口上尾線等が横断している埼玉県川口市を対象とした。 

川口市の全 189 自治会を対象に住環境マップに関する

アンケート調査を行った。調査では,アンケート票とと

もに「住環境マップとは」と題した冊子を同封した。こ

の冊子では,当研究室が昨年度作成した住環境マップの

サンプルとその説明を示した。アンケート票は,主にそ

の自治会内の土地利用状況 ,自治会として関心のある環

境項目,住環境マップに対する関心を問う内容で構成し

た。アンケート票の配布と回収は全て郵送で行い,回収

数は 62 票（回収率 32％）であった。 

3.アンケート調査結果 

当研究室で実測が可能である図 1 中の 42 項目の中か

ら,自治会として関心のある項目を複数回答可として聞

いた。各項目の関心の高さは 1％から 46％と幅広く分布

し,全く選ばれなかった項目はなかった。「車両による騒

音： 46％」，「車両交通量： 44%」，「路上駐車の量：

41％」，「車両交通による空気の汚れ：39％」と車両交通

に関する項目が非常に高く,市内を横断する幹線道路に

よる影響の大きさが見てとれる。また，「ゴミ集積所の

管理状況：39%」，「歩道の整備状況：36％」，「道路の

幅：33%」と都市基盤整備に対する関心も高かった。次

に「自治会活動が盛んだと思うか」を選択式で聞いたと

ころ，「非常にそう思う」，「そう思う」を合わせた回答

が 85%と高かった（図 2）。住環境マップに対する関心を

聞いたところ,「とても関心がある」，「関心がある」を

合わせた回答は 53%で住環境マップへの関心は高く,

「全く関心がない」を選んだ自治会はなかった(図 3)。

また,自由記入式で聞いた住環境マップに対する意見・

感想の抜粋を表１に示す。マップの有効性を疑問視する

声もあったが,マップの作成過程や作成後の有効活用に

より住環境に対する住民意識向上や自治会活動の活性化

を図ることができるといった積極的な意見も示された。 
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図１ 関心のある環境項目（複数回答可とし、その中か

ら「特に関心のある項目」を１つ選択） 

図２ 「自治会活動は盛んだと思うか」に対する回答 

0 20 40 60 80 100
割合（％）

非常にそう思う

そう思わない

どちらとも言えない

そう思う

（N＝61）

図３ 住環境マップに対する関心 
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研究対象地区は,住環境マップに対する関心を聞いた

回答で「特に関心がある」と回答した 6 自治会に絞り,

地区のスケール,現地視察による結果から対象地区を伊

刈自治会に決定した。 

４．一連の研究の総括と今後の展開 
（１）自治会を研究の対象とする理由と意義 
 地区の住民が加入する組織として,自治会, PTA,消費生

活協同組合などがある。その中で自治会を研究の対象と

した理由を整理すると,第 1 に自治会区域の境界が明確

で,区域に重なり合いがないこと,第 2 に基本的にその区

域内の全ての住民が加入できることである。その点で , 
PTA は小中学生を持つ親のみしか加入できないこと,消
費生活協同組合は地域にとらわれない消費者のネットワ

ークであることから自治会と組織の性格が異なっている。 
 地区スケール（500ｍ～1km 平方程度のエリア）の住

環境は,住民が身近な環境を捉える基礎的単位であり,こ
れに自治会区域のスケールが対応し,その住環境を管理

する組織として自治会は大きな役割を担っているといえ

る。これまで報告した３つの地区の自治会はそれぞれ自

らの区域で発生している環境問題に悩み ,その解決に意

欲を持っている点でケーススタディにふさわしい地区で

あった。 
 自治会が住民の意向を反映しているか否かを判断する

指標のひとつは自治会への加入率である。寺田団地自治

会と集合住宅団地 LM はほぼ全世帯,伊刈自治会は９割

以上が加入しており,取り上げた自治会が住民の意向を

反映しているとみてよい数字である。一般に自治会活動

が衰退し地域を管理する機能が失われつつあるという指

摘もあるが,これまで報告した活動が自治会を活性化す

ることもあると考えられる。 
（２）関心・認知・行動意志から行動への展開 
 すでに示したとおり,各地区で住環境実測調査に対す

る住民の意識をアンケートで聞いた。その結果で興味深

いことは,3 地区の結果が似ていることである。3 地区と

も「住環境実測調査に関心があるか」という質問に対し

て回答者の 7 割が「とても関心がある」または「関心が

ある」と答え,また,「住環境実測が行われていることを

知っていたか」という質問に対して回答者の８割が「よ

く知っていた」または「知っていた」と答えている。実

測調査に対する関心や認知はきわめて高いといえる。一

方,「住環境実測調査に参加したいか」という質問に対

して 3 地区で回答者の 2～3 割が「ぜひ参加したい」ま

たは「参加したい」と答えている。実測への関心や認知

に比べると行動意志の比率は低いが, 2～3 割が参加を希

望しているという事実は,こうした住民参加型の住環境

調査が今後発展する可能性を示唆している。 
3 地区とも「どちらでもない」が 6 割に達したことも注

目すべき点である。いわば態度保留群であり,この群を

参加側に転ずることが望まれる。重要な点は,アンケー

トの回答という形で行動意志を表明した住民をどのよう

な方法で実際の活動への参加に導くかである。 
（３）今後の展開 
 一連の研究の特色は,実測項目選定や実測地点決定な

ど実測の準備から,計測器の取り扱いの習熟による実測

の遂行を経て ,実測結果に対する討論に至る研究の各段

階において,住民の参加を促したことである。つまり,こ
れまでの研究を住環境改善行動に直接寄与する形で展開

させたと考えられる。 
 今後は ,得られた住環境マップを基に「地区環境計

画」を作成する。地区の住環境を改善するために,具体

的にどのような行動をとればよいかを住民と話し合う。

その結果をまとめた地区環境計画をインターネット上で

公開して住民の意見を求め改良するというアイデアもあ

る。地区環境計画を実行に移し,住環境改善に着手する

のがこの研究の最終段階である。これまで報告した３地

区がどのようなプロセスを経てこの段階に至るかを克明

に記録し,それまでの全過程から住民による住環境改善

行動を支援する手法を抽出する。 
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・自分の住んでいる地域や他地域の環境を把握し,地域ごとの差や

違いを知ることは重要だと思う。 
・以前は植木の葉も青く光って見えたのが何か黒ずんでいるよう

に思え,大気の汚染が進んでいるのが実感される。そのような時

に住環境マップがあれば良いと思う。 
・マップをつくることには関心があるが,活用方法がわからない。

・住環境マップを住民だけでなく行政にも生かして欲しい｡ 
・住環境マップ作成を自治会活動の行事として取り入れ,近隣に住

む住民同士の交流や触れ合いの場を増やしていきたい。 
・自分たちの住んでいる地域がどんな環境になのかを地図でわか

ればとても便利なことだと思う。 
・住環境マップが広範囲に普及した場合,住民にとってはすばらし

い情報になり,多岐にわたっての資料になり大変便利になる。

・高速道路付近の騒音測定や排気ガスの測定をお願いしたい。 

表 1 住環境マップに対する意見・感想（抜粋）
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